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令和５年（2023年）８月８日 

広島市財政局契約部工事契約課 
 

 令和５年度 建設工事等に係る入札手続の見直しについて  

 

 

 

 現在、入札公告中に違算（設計・積算における設計図、数量又は単価等の誤りをいいます。以下同じで

す。）が判明した場合には、全て入札手続を中止しており、入札参加予定者にあっては積算のやり直しな

どの事務負担が生じています。 

 また、契約締結後に違算が判明した場合には、契約解除等に至る事案も発生しており、落札した入札参

加者にあっては、材料や下請業者の手配を取り止めるなどの多大な事務負担が生じています。 

 このため、入札手続において、以下の見直しを行うことにより、違算の判明に伴う入札参加（予定）者

の事務負担の軽減を図ります。 

 

１ 「入札手続再開の取扱い」の導入  

  入札公告中に違算が判明した場合、入札手続を直ちに中止せずに一旦停止とし、公告内容を訂正した

後に、入札手続を再開できる取扱いを導入します。ただし、入札後資格確認型一般競争入札に限ります。 

 

２ 「積算疑義申立」に係る手続の試行  

  入札参加者に対し、開札後、直ちに「金入設計書」を開示した上、落札候補者の決定までの間に、積

算の内容に対する疑義申立を積極的に求める手続を試行します。 

 

 【積算疑義申立】 

  ⑴ 概要 
   ① 開札後、入札参加者に対し落札候補者の通知を保留の上、「金入設計書」を閲覧する方法に

より開示します。 
   ② ３日間（閉庁日は除く）の積算に対する疑義申立期間を設け、この期間に限り入札参加者か

らの疑義申立を受け付けます。 
   ③ 受け付けた疑義申立の内容及び当該疑義に対する本市の見解を公表します。 
   ④ 積算の誤りが判明し、これを是正した後も落札候補者に変更がないなど入札の公平性が損な

われていない場合は、入札参加者に落札候補者を通知します。ただし、入札の公平性が損なわ
れている場合は入札手続を中止します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    注：入札後資格確認型一般競争入札（総合評価落札方式以外）による事例を示しています。 

  ⑵ 対象工事 
    当分の間、入札後資格確認型一般競争入札に付する土木工事(土木一式、とび･土工･コンクリ

ート、舗装、鋼構造物及び遊具設置)を対象とします。
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▽：入札参加者からの積算疑義の申立

④① ③ ③②疑義申立期間

積算疑義申立
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 地域要件の緩和  

  市内本店業者に限定している設計金額１，５００万円未満の一般競争入札において、応札可能者数に

ついては、原則２０者以上確保することとしていますが、原則１５者以上確保することに改めます。 

 

 

 

 入札参加資格確認申請書の提出期限の緩和 （建設工事・建設コンサルタント業務等共通） 

  落札候補者が入札参加資格確認申請書を提出する期限について「開札日の翌日の正午まで」に統一し

ます。ただし、積算疑義申立に係る手続を試行する対象工事にあっては「落札候補者の通知の日の翌日

の正午まで」とします。 

 

 【入札参加資格確認申請書の提出期限】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和５年９月１日以降に入札公告を行うものから適用します。 

実施時期 

建設コンサルタント業務等に係る見直し 

その他 

【変更前】 【変更後】

開札時間 提出期限 開札時間 提出期限

午前 開札日の午後５時まで 午前

午後 開札日の翌日の正午まで 午後

開札日（落札候補者通知
日）の翌日の正午まであ


